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研究成果の概要（和文）：2016年4月14日と4月16日に発生した「熊本地震（M6.5、M7.3）」で、震度7 が観測さ
れた。本研究では、熊本地震で被災した就労者の健康被害の実態と教育プログラムの開発を目的に研究を進め
た。地震発生半年後、1年後は既に調査が終了していたため、科学研究費助成事業による調査は、3年後、5年後
と調査を実施した。結果、震災後における自覚症状は、頭痛、腰痛、いらいら、不眠が上位を占め、年齢層が高
い方が自覚症状や精神的ストレスが高かった。さらに、震災3年後において精神的ストレスが高いこと、住宅被
害状況の中でも半壊の者が特に精神的健康度が低く、震災5年経っても1割の者にPTSDが見られた。

研究成果の概要（英文）：The Kumamoto Earthquake occurred on April 14 and April 16, 2016, with 
seismic intensity reaching level 7.This study aimed to investigate the actual health effects on 
employed individuals affected by the Kumamoto Earthquake and to develop an educational program for 
them. Surveys were conducted six months and one year after the earthquake. Subsequent surveys funded
 by the Grants-in-Aid for Scientific Research were carried out three years and five years later. 
Results showed that common self-reported symptoms after the disaster included headaches, lower back 
pain, irritability, and insomnia. It was evident that older age groups experienced higher levels of 
self-reported symptoms and psychological stress. Furthermore, three years after the earthquake, high
 levels of psychological stress were observed, particularly among those whose homes were partially 
destroyed. Even five years after the earthquake, PTSD was detected in 10% of the individuals 
surveyed.

研究分野：地域・在宅看護論、健康支援、地域包括ケアシステム

キーワード： 災害　精神的健康
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　我が国は、災害多発国である。国連開発計画（United Nations Development Programme;
UNDP）によると1980年から2000 年にかけて年間地震頻度は、世界第4 位とされている。毎年のように大規模災
害が発生しており、防災体制強化は重要な課題の一つとされている。先行研究では、経時的に追った研究は少な
い。本研究結果は、就労者において震災3年後に精神的健康が低いこと、災害における自覚症状の抽出、ストレ
ス要因を明らかにした。この結果は、就労者の災害における健康問題（二次被害）の予防、離職率の低下、企業
における災害対策への指針（BCP：事業継続計画）に大きく寄与できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
熊本地震は、2016年 4月 14日に発生した前震 震度７（M 6.5）と 4月 16日に本震 震度７
（M7.3）を引き起こし、大規模な災害であった。被害状況は死者 120人（震災関連死を含む）、
重軽傷者 2,448 人で、住宅被害状況は 172,077 棟（全壊 8,848 棟、半壊 30,809 棟、一部破損
132,399棟、分類未確定 21棟）であった。熊本地震の特徴は、余震（震度１以上）が頻発した
こと、車中泊の多さである。内閣府のデータによると、震度 1以上の余震は約 6カ月間に 4400
回と報告されており、邦国の過去の地震と比較にならない程であった。「余震によって家が倒れ
るのではないか」と心配される住民も多く、車中泊や避難所での生活に見舞われる人は少なくな
い。前震・本震と大きな地震がくるかもしれないという不安やストレスは計り知れないものであ
ったと想定できる。 
先行研究をみると、特定の地区や避難所で生活される人を対象とした研究は多く見られる（内
木ら、2015）。被災者は心的外傷性後ストレス障害（PTSD）や急性ストレス障害（ASD）、うつ
病、アルコール依存になりやすいと報告されている（川崎市健康福祉局、2016）。家屋被害が大
きい群ほどストレスが高く、1年半後も継続していることが報告されている（田井中ら、1998）。
また、災害時のストレスは 4年程度かかることも報告されている（桜井ら、2000）。このように
住民を対象とした大規模な調査等はされているが、就労者に焦点を当てた研究は少ない。被災し
た多くの就労者は、自身も被災者であるにも関わらず急激な業務変化や業務過多の勤務状況は、
多くの就労者の健康状態に悪影響を与えている可能性が考えられる。これらは、家族を養う上で
経済的な問題を引き起こす可能性がある。就労者の健康被害を明らかにし早期に支援すること
は、家族全体の健康をも支援することにつながる。よって、災害時の就労者の健康被害を明らか
にし、就労者に特化した教育プログラムの開発を目指し研究を進めた。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、熊本地震の被災した就労者の健康被害を明らかし、教育プログラムの開発を
行うことである。具体的な目的は下記の通りである。 
１）研究１：熊本地震に被災した就労者の健康被害を明らかにする（主にストレスや PTSDの   
変化を経時的に明らかにする）。企業毎にカウンセリング等を実施したのか対処方法を調査し、
ストレスとの関連性を検証する。 
２）研究２：災害による就労者のストレス要因を明らかにし、教育プログラムを開発する。 

 
３．研究の方法 
 対象者の選定は、震度 7 を記録し被災した熊本県上益城郡にある工業団地 24 社の代表者に口
頭と文書で、研究の協力依頼を実施した。その中から協力に同意をいただいた 15 社の被災就業
者 676 名を対象者とした。調査を 4 回（半年後、1 年後、3 年後、5 年後）実施し、最終的に
は 8 社 111 名（回収率 16.4%）を最終分析者とした。 
 調査方法は、震度 7 を観測した被災地域である益城町に事業所がある企業代表者に口頭と文
書で研究協力を依頼し、企業代表者を通して研究対象には、文書で研究協力を行なった。質問紙
の返送をもって同意を得たとみなした。調査内容は、①基本属性（性別、年齢、家族構成、主観
的健康感、被災後の家の被害状況など）と②就業状況（業種、雇用形態、収入の増減など）、③
生活習慣（飲酒、タバコ、近所付き合いなど）について尋ねた。また、④健康関連 QOL（Short-
Form Health Survey; SF8）、⑤アテネ不眠尺度（Athene Insomnia Scale; AIS）、⑥精神的健康
調査票（GHQ28）、⑦IES-R13）で構成した。分析については、基本属性を概観し、特に特徴が見
られた震災 3 年後において精神的的健康に及ぼす要因を明らかにするために、GHQ28 の調査項
目ごとに Kruskal–Wallis 検定を用いて検討した。て GHQ28 得点で 5/6 点をカットオフ値と
し、高群と低群の 2 群に分類し、基本属性の比較をカイ二乗検定、Mann–Whitney U 検定を用い
た。さらに、有意差がみられた変数において、GHQ28 の関連因子を明らかにするために、GHQ28 
の 2 群を従属変数として二項ロジスティック回帰分析を行なった。変数の選択は尤度比検定に
よる変数増加法を用いた。 
 
４．研究成果 
１）熊本地震に被災した就労者の健康被害の実態調査 
  対象者の基本属性は、震災 5 年後時点で男性 84 名（80.8%）、 女 性 20 名（19.2%）、 平 
均 年 齢 49.8 歳（SD 13.3）であった。業種は、製造業 54 名（50.5%）、建設業 33 名（30.8%）、
雇用形態は正社員 91 名（85.0%）と両者とも 8 割以上を占めていた。家屋被害状況は、あり（全
壊・半壊・一部破損）61 名（57.0%）、車中泊経験者 80 名（74.8%）であった。5 年間における
経時的変化では、主観的健康感は、震災 1 年後「あまり健康でない・健康でない」7.7% であっ
たが、3 年後 22.4% と主観的健康感の低い者が増え、5 年後は 10.6% と減少した。AIS 平均得
点は半年後 5.2 と最も高く、その後 3 年以降は 4.2–4.4 と不眠の疑いありの状態であった。
GHQ28 の平均得点は、5 年間でどの時期も 6 点以上であった。特に、3 年後の総平均得点は 7.5 



および下位尺度である身体症状 2.4 とうつ傾向 1.1 が、最も高く精神的健康が低い状況であっ
た。IES-R の総平均得点は、半年後 13.9 と最も高く、5 年後に 9.4 と徐々に低下していた。下
位尺度である侵入症状、回避症状および過覚醒症状は、どの項目においても時間とともになだら
かに低下していた。PTSD 総得点 25 点以上の者は、半年後 17.8% を占めていたが、5 年後 11.5% 
であった。 
 
２）災害による就労者のストレス要因を明らかにし教育プログラムの開発 
 震災 3 年後の精神的健康に影響を与える症状に、「いらいらして、怒りっぽい」、「頭が重たい」、
「いつもより重荷に感じる」などが上位を占めていた。住宅被害状況の中でも「半壊」の者が特
に精神的健康度が低いことがわかった。震災 3 年後における GHQ28 得点に影響を及ぼす予測因
子を明らかにするために、有意差のあった変数をロジスティック回帰分析で検討した。結果、「自
覚症状（OR: 1.67）」、「近所付き合い（OR: 1.64）」、「相談相手（OR: 4.43）」において、有意差
が認められた。抽出された項目を教育プログラム（案）に取り入れ作成した。 
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